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《社会調査報告》

Ⅰ．はじめに
Ⅰ. 1．学校運営協議会制度の創設
　保護者や地域住民が学校運営・教育活動に参
画するしくみである学校運営協議会制度（コミ
ュニティ・スクール）は、2004年の地方教育行
政法（1）の改正によって創設されて以来、全国で
着実に拡大してきた。コミュニティ・スクール（2）

の指定校数は2016年４月時点で2,806校となり、
2013年に閣議決定された「第２期教育振興基本
計画」（内閣府[2013]）で掲げられている全公立
小中学校（3）の１割（約3,000校）という数値目
標にも迫っている。また、教育再生実行会議の
「第六次提言」（教育再生実行会議[2015]）では
コミュニティ・スクールの必置が提言されるな
ど、今後はその拡大の加速が課題とされている。
　もっとも、学校と地域との連携そのものは決
して新しいテーマではない。日本では、戦後の
新教育政策のなかで地域に根差したカリキュラ
ム編成を目指した「地域教育計画」の試みをは
じめとして、「学社連携」といった言葉ととも
に企画されてきた。しかし、次第に人間形成の
ひとつの場としての地域社会の衰退が懸念され
はじめ、1987年の臨時教育審議会第三次答申や
1998年の中央教育審議会答申「今後の地方教育
行政の在り方について」などでは、地域に開か
れた学校づくりと学校による地域コミュニティ
の形成を重視することが提案された（佐藤
（編）[2010：6]）。そうしたなか、学校運営協議
会制度は、保護者や地域と一体となりながら地
域のニーズを反映する教育活動や学校づくり、

そして学校を核とした地域社会づくりをさらに
強化することを目指して創設されたものである。

Ⅰ. 2．コミュニティ・スクールの拡充に向けて
　学校運営協議会は、教職員のほかに保護者・
地域住民・学識経験者などで構成され、①校長
が作成した学校運営に関する基本方針の承認、
②学校運営に関する教育委員会または校長に対
する意見、③教職員の任用に関する教育委員会
に対する意見、といった機能を有する（地方教
育行政法第47条の五第３項～第６項）。類似の
制度として学校評議員制度・学校関係者評価委
員会・学校支援地域本部などがあるが、学校運
営協議会はその学校運営に対する全面的な関わ
り方と合議体としての性格に特徴づけられる。
また、委員は教育委員会によって任命されてお
り公的な身分が与えられている。
　加えて、近年のコミュニティ・スクールの全
国的な拡大に伴い、学校運営協議会はより包括
的な枠組みとして活用されることも期待されて
いる。すなわち、類似の制度を含む従来の地域
連携機能のコミュニティ・スクールへの集約や、
中学校区をひとつの単位とする広域的なコミュ
ニティ・スクールの運営が注目されている（コ
ミュニティ・スクールの推進等に関する調査研
究協力者会議[2015]）。したがって、ひとつの組
織としての学校運営協議会の運用のみならず、
近隣の学校との連携を図りつつ地域とより一体
となった学校運営を行うことが、コミュニテ
ィ・スクールの新たな課題になっていくものと
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考えられる。
　本稿では、域内の全ての小中学校をコミュニ
ティ・スクールに指定している自治体（4）のひと
つである東京都武蔵村山市を取り上げる。また、
そのなかでも特に中学校を対象として調査を実
施した。以下では、調査対象の概要を述べたの
ち、調査結果をもとにコミュニティ・スクール
の導入と実践について記述する。それを通じて、
コミュニティ・スクールの実態や今後の課題に
ついて考察したい。

Ⅱ. 調査対象
　武蔵村山市は、人口約７万人の多摩地域北部
に位置する市である。「鉄道のない」といった
枕詞とともに紹介されることもある（川本
[2002：142]）が、それは東京都の市のなかで唯
一鉄道が通っていないことに由来する。かねて
より多摩モノレールが延伸される計画はあるも

のの、いまだ実現はしていない。市の中央部を
東西に新青梅街道が走り、南部は団地と工業地
域、北部は住宅地と狭山丘陵の自然に特徴づけ
られる。もともと織物業が盛んな地域であった
が、昭和30年代の日産自動車村山工場（旧プリ
ンス自動車村山工場）の進出や昭和40年代の都
営村山団地の建設により発展を遂げた。日産自
動車村山工場が操業停止した2000年代以後は、
その跡地の再開発や大型ショッピングモールの
進出、新規の団地の建設など、新たな局面を迎
えている。
　本調査では、武蔵村山市教育委員会および同
市立第三中学校、小中一貫校村山学園（調査実
施順）の二校から協力を得ることができた。
2015年８月に教育委員会の職員のＡ氏とＢ氏に
対して（5）、2016年１月に第三中学校のＣ先生と
村山学園のＤ先生に対して、それぞれインタビ
ュー調査を実施した。第三中学校は市の北東部

図１　武蔵村山市立中学校の通学区域
武蔵村山市教育委員会「通学区域」より作成
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に位置し、校区は団地、住宅地、畑、丘陵とい
った多様な地域性を有する。一方の村山学園は
市の南東部に位置し、団地と住宅地に囲まれ、
校区最南部には都立上水高等学校、拓殖大学第
一高校、国立音楽大学といった学校が立ち並ぶ。
また、村山学園は、前身である第四小学校と第
二中学校から2010年度に開校された施設一体型
の小中一貫校である。

Ⅲ. コミュニティ・スクールへの歩み
　武蔵村山市では、2010年に策定された「武蔵
村山市立学校のコミュニティ・スクール推進計
画」に基づき、2014年度までに全小中学校がコ
ミュニティ・スクールに指定された（表１）。
　2011年度に小中一貫校村山学園、2012年度に
第八小学校が指定され、他の各学校も2013、
2014年度に指定を受けている。
　Ａ氏は、全校の指定が実現した背景として、
市として国や都の制度を活用していく姿勢があ
った点と、市全体で学力向上と健全育成が長年
の課題であった点を挙げる（6）。これについては
Ｃ先生とＤ先生も、各学校において学力向上や
健全育成への取り組みに力を入れていると述べ
ていた。学力向上と健全育成にあたっては、子
供を９年間かけて育てることが意識されており、
従来から研究活動を中心とした小学校と中学校
の連携が行われ、その延長線として地域での教
育活動という意識も形成されていた。

　また、そうした学校と地域との関係は学力向
上や健全育成に限られたものではない。第三中
学校では、近隣住民の方を講師として伝統文化
を教わる「ふれあいフェスティバル」を、校区
の小学校二校（第三小学校・雷塚小学校）とと
もに1999年から開催しており、Ｃ先生はこれを
「学校と地域が連携するコミュニティ・スクー
ルの原型だと言える」と述べる。他方、市で最
初のコミュニティ・スクールとなった村山学園
では、新しいシンボルマークや愛唱歌、標準服
を検討する際に、村山学園の前身である第四小
学校と第二中学校の卒業生を含む地域住民や保
護者から理解と協力を得る必要が生じた。そう
した取り組みを通じて、コミュニティ・スクー
ルの土台ができあがっていった。
　先述のように、武蔵村山市におけるコミュニ
ティ・スクールの導入は市全体としての計画を
伴ったものであった。これは、村山学園にコミ
ュニティ・スクールを導入する際に設けられた
「コミュニティ・スクール制度導入検討委員
会」においてすでに武蔵村山市全体でのコミュ
ニティ・スクールの導入が検討されていたこと
からもうかがえる（武蔵村山市教育委員会
（編）[2012：39]）。しかしそれだけでなく、共
通の課題認識や従来の取り組みという土台が存
在したことが、比較的短期間でのコミュニテ
ィ・スクールの指定（7）を実現させたと言えよう。

表１　コミュニティ・スクールの指定に関する年表（学校名は指定年度を意味する）
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Ⅳ . 導入後の展開
Ⅳ. 1． 学校運営協議会の取り組みとその位置付

け
　さて、コミュニティ・スクール導入後の教育
委員会の主な役割は、コミュニティ・スクール
の取りまとめと情報共有の場の提供である。前
者としては、年度の最初の各学校の学校運営協
議会に職員が参加するほか、日常的にも情報交
換を行う。後者としては、各学校のリーフレッ
トを作成し学校間の情報を共有しているほか、
2014年度からは11月にコミュニティ・スクール
総会を開催し、事例発表と講演会を行っている。
Ａ氏によれば、教育委員会としては「校長がや
りたいことを支援することが基本的な姿勢」で
あり、コミュニティ・スクールの指定が計画性
を伴っていたのに対して、その運用は各学校に
委ねられている。
　実際、学校運営協議会の組織や取り組みの内
容は学校によってさまざまである。第三中学校
の学校運営協議会は４つの部会（学校経営支援
部会、キャリア教育・健全育成部会、環境・施
設部会、学校評価部会）に分けられている。
「いろいろな面で地域の代表」である学校運営
協議会委員を通じて、キャリア教育に関わる
「地域の方による面接」や「地域の方による話
を聞く会」、校内の芝生の維持・管理を支援す
る「グリーンサポーター」の活動では、委員以
外の地域住民との連携も行われている。そうし
た点から、Ｃ先生は学校運営協議会を「地域と
の連携の核」として位置付ける。
　村山学園では、小学校と中学校の学校運営協
議会が統合され、ひとつの学校運営協議会とし
て組織されており、６つの部会（学校評価部会、
文化・スポーツ部会、安全・安心部会、広報支
援部会、環境整備部会、教育支援部会）に分け
られている。委員は学校の実態を知る「元々村
山学園に関わっていた人」が選ばれているが、
Ｄ先生によれば、学校運営協議会は「学校と地

域を結び付ける役」であり、ゲストティーチャ
ーの紹介といった学校からの要望や、吹奏楽部
のコンサートといった地域から要望が実現して
いる。また、家庭教育に関する指針を提示した
「家庭教育10か条」の作成の際には、PTAによ
る内容の検討の結果が学校運営協議会でも議論
された。

Ⅳ. 2．導入から継続へ
　コミュニティ・スクールはすでに地域の人々
を学校に参加させるしくみとして機能しており、
取り組みに対する反応も好意的なものとして認
識されている。第三中学校では、まず地域人材
の活用や学校の情報発信などに対して積極的に
意見が提出されるほか、グリーンサポーターな
どの活動を通じて学校に対する献身的な協力が
寄せられている。教員からも課題の解決を通じ
て地域とのつながりができたことを評価する声
がある。村山学園では、地域人材の紹介や活用
を通じて地域との結びつきが強化されたと認識
されているほか、広報活動などを通じて地域か
らも学校を身近に感じてもらえるようになった
という。また、高校への見学といった新しい活
動が実現したことは教員からも好評である。
　一方、コミュニティ・スクールの課題として、
Ｃ先生は学校運営協議会の定例会が活性化する
ためのテーマ設定の工夫、高校との連携を含む
地域と一体となった教育活動の推進、そして保
護者や地域に対する特色ある教育活動のアピー
ルを挙げる。また、Ｄ先生は学校運営協議会が
まだ学校に依存的しがちで主体的ではない点を
挙げる。これについては土曜日や日曜日でも利
用できる校内施設である「コミュニティ棟」を
活用した取り組みが期待されている。両先生の
課題に対する認識からは、地域との連携のより
一層の充実はもちろんのこと、その取り組みの
活性化や主体性の発揮といった取り組みの継続
性への意識もみてとれる。
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　両校の学校運営協議会は、すでに学校の新し
い取り組みへの出発点として重要な役割を担っ
ていたわけだが、その一方で、コミュニティ・
スクールを導入した先には、取り組みの継続性
という次の課題も立ち上がっている。したがっ
て、今後のコミュニティ・スクールの充実のた
めには、その「導入」から「継続」へのステッ
プアップを図っていくことが求められている。

Ⅴ．おわりに
　ここまで、武蔵村山市の中学校を事例として、
コミュニティ・スクールの導入と実践について
述べてきた。武蔵村山市では計画性を伴うコミ
ュニティ・スクールの指定が行われたが、そこ
には共通の課題認識や従来からの取り組みとい
った土台が存在していた。そして、学校運営協
議会を運用する二校の実践においては、学校運
営協議会による地域との連携から新たな取り組
みが実現している。Ａ氏もまた、コミュニテ
ィ・スクールの成果として、学校運営協議会か

らの発案により新しい小中一貫校が誕生したこ
とと、複数の小中学校の校長の発意によって中
学校区としてのコミュニティ・スクールが立ち
上げられたことを挙げる（8）。こうして新たな制
度の導入によって新たな取り組みが実現された
先には、その継続的な運用という次の課題が待
っている。
　コミュニティ・スクールが制度として創設さ
れて十数年、制度全体の動向としてはその指定
校数を拡大していく途上にあり、まだその導入
が注目されがちである。しかし、自治体や学校
にとって、コミュニティ・スクールの導入はひ
とつのきっかけであり、そこからどのような取
り組みが展開されるか、そしてそれをいかにし
て継続的に運用していくかが重要となっている。
今後コミュニティ・スクールの取り組みを涵養
していくためには、その導入のみならず、展開
や継続まで含めた展望が必要となっていくので
はないだろうか。

付記

　本調査にご協力いただいた方々には、資料のご提供やインタビューに関連するやり取りを含めて深く御礼申し

上げる。

註

 1．正式名称は「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」。 

 2．本稿では、コミュニティ・スクールという語を「学校運営協議会を設置した学校」という意味に限定して

用いる。

 3．コミュニティ・スクールの指定は小学校と中学校だけに限られない。幼稚園、高等学校、特別支援学校に

も指定されているものがある。

 4．2016年４月時点で域内の全ての小中学校および義務教育学校をコミュニティ・スクールに指定している自

治体は114市区町村あるが、関東圏ではまだ５市区町村（東京都世田谷区、東京都武蔵村山市、東京都三鷹

市、東京都利島村、神奈川県開成町）にとどまっている（文部科学省[2016]）。

 5．インタビューでは主にＡ氏との受け答えを行った。また、教育委員会に対するインタビューでは、話題を

中学校に限定していない。
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受稿2016年９月８日／掲載決定2016年11月21日

 6．昭和40年代に村山団地が建設された際には、学校の不足に加えて、不良少年への対処や都会からきた子供

らの生活習慣をめぐるしつけ問題が生じた（武蔵村山市史編さん委員会[2003：584‒585, 622]）。

 7．調査を実施した2015年度という時点ではまだコミュニティ・スクールとしての経過年数に差があるものの、

今後のコミュニティ・スクールの継続性を前提とすればほぼ同時期に指定を受けたと言ってよいだろう。

 8．小中一貫校は第七小学校と第四中学校を前身とする大南学園であり、中学校区としてのコミュニティ・ス

クールは第五中学校区（第二小学校、第八小学校、第十小学校、第五中学校）を指す。
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